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(17)倉田・前掲注 (4)試論 107頁以下、再論 9頁以下。
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⑴ 平成 8年民事訴訟法施行前の裁判例
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(46)倉田・前掲注 (4)試論 107頁以下、再論 9頁以下。
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法律論叢 87巻 2・3合併号
れの訴えの性質に相違があり、処分権主義という民事訴訟法の根幹に抵触すること
にこそ、これを消極的に解する本質的理由が存するのである。このことは、ドイツ
において履行確保のための担保提供制度が整備されているにもかかわらず、一時金
賠償方式の申立てがなされた場合において裁判所が定期金賠償方式による判決を
下すことが禁じられていることからも明らかである。
ところで、私見では、裁判所による定期金賠償方式の採用を否定し、この場合に
おける対応は民訴法 248条で行うべきことを指摘したが、同条については、その
法的性質等につき議論がある。また、この問題は手続法的な考察だけではなく、そ
もそも定期金賠償方式をどのように位置づけるかという実体法の整備や保険等に
よる事故被害者の保護政策をも含めた総合的な研究が必要である。これらについ
ては今後の課題としたい。
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